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○ 事務事業ヒアリング（「医療体制の充実」－構成事務事業：11 事業） 

 

委員長：「重度心身障害者医療費助成事業」から順番にではなく、この「医療体制の充実」

についての１１事業について順不同になりますが、各委員から質問します。 

 

委員長：「救急医療啓発普及事業」について、事前の回答の中で、医師に対する研修が含

まれているが、委託業務外であり、医師会費用で実施しており、２２年度から掲載し

ないとしているが、その点について説明をお願いしたい。 

 

担当課：医師会からの報告は、緊急に関わる事業を一覧で頂いていた。対象となる事業で

はないので、次回から本来対象となる事業だけ明示することを医師会と話をしている。 

 

委員長：視察旅行についても同じか。 

 

担当課：同じです。医師会で行った事業ということで報告されているが、本来は市でお願

いしている経費の中に入るべき事業ではないと考えている。 

 

委員長：補助対象となる事業を説明してほしい。 

 

担当課：毎年実施している救急の日の記念講演会、市内の救急医療関係者による地域医療

懇談会、啓発事業、月例の広報活動、在宅当番医の調整事務が救急医療啓発普及の対

象事業となる。 

 

委員長：研修会と視察旅行は違うが、主に係る経費は記念講演会か。 

 

担当課：そうです。 

 

委員長：聴講者３４０人となっているが、一般市民はどのくらいなのか。 

 

担当課：３４０人のほとんどが市民です。関係者は７・８人しかいません。 

 

委員長：目的は救急医療啓発となっているが、講演のテーマが肝臓に良い日常生活となっ

ている。救急医療に関わると考えているのか。 

 

担当課：広範囲な医療の話ということで昨年度実施している。 

 

委員長：救急と銘打っている割に、テーマとして薄いのではないか。 

 

担当課：病気を知ってもらうという目的もある。 

 

Ａ委員：実施要領があるが、主な実施行事等で救急医療に係る知識及び技術の向上を図る

となっている。このテーマは救急とは直接結びつかないと思う。 

 

担当課：毎年実施する事業であり、今回の様に一つの病気についての知識を普及するとい

う年もある。 
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Ａ委員：望ましくないと思うが。 

 

担当課：色々な病気から救急事態が生じる場合も想定されるので、そういう知識も当然周

知しなければならないと考えている。 

 

Ａ委員：ＡＥＤを用いた講習会も行うと書いてあるが、これは実施していないのか。 

 

担当課：わたしどもでは実施していないが、消防の方で講習会を実施している。 

 

Ａ委員：事業のテーマと実施要領で記載している内容と実施している内容に不整合がある

と感じるが。 

 

担当課：毎年毎年実施している事業が限定した講演会ではないので、たまたま２１年度は

肝がんをテーマとした。救急の普及啓発の一つと考えている。ＡＥＤについても、今

後の講演会の中でテーマとすることで医師会の中では話をされていると聞いている。 

 

Ａ委員：実施している事業の内容からすると、逆に救急を外した方が判りやすいというこ

とか。医療啓発という方が正しいのではないか。必ずしも救急に趣を置いていない。 

 

担当課：９月９日が「救急の日」で、それに合わせた事業展開をしている。 

 

委員長：２１年度は肝がん、２０・１９年度はどんなテーマだったのか。 

 

担当課：今資料を持ち合わせていないので、後ほど報告したい。 

 

委員長：後で調べて教えてください。予算が２２年度 2,100 千円となっているが、この

うち救急記念講演会でどのくらいかかっているのか。 

 

担当課：報酬費を含め、講演会の費用としておおよそ８００千円となっている。 

 

委員長：2,100 千円のうち、残りは何に使われているのか。 

 

担当課：この事務に係る諸経費、事務職員の賃金となっている。 

 

委員長：どのような事務か。 

 

担当課：救急医療で、夜間救急センターと医師の開業時間との空白時間を在宅当番医制で

お願いしている。その調整事務を救急医療啓発普及事業の中に含めている。 

 

委員長：それが啓発普及の対象になるのか。 

 

担当課：在宅当番医も救急医療の一つとして考えている。 

 

委員長：救急当番医の関連費用ではないのか。当番医の割り振りの事務経費は救急医療啓

発普及に入るのか。 
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担当課：その調整事務は、啓発事業の中に入れている。 

 

Ａ委員：啓発は市民への啓発だと思う。事務作業に係るコストも市民啓発のために必要な

経費なのか。 

 

担当課：急病医療の割り振り、当番医制はこうなっているという啓発もしている。 

 

Ａ委員：当番医の割り振りの事務経費は在宅当番医制の経費になるのではと思うが。 

 

担当課：在宅当番医制の経費は医療機関に支払う費用、医師会から医療機関に払う原価し

か計上していない。調整に係る事務経費は救急医療啓発普及の方で計上している。 

 

Ａ委員：要綱でもそうなっているのか。 

 

担当課：医療機関に支払う交付金は、医療機関に払う費用だけを交付するということで医

師会と協定を締結している。 

 

Ａ委員：要綱をもらいたい。 

 

担当課：救急医療啓発普及は委託事業なので協定はない。在宅当番医制については医師会

と協定を締結している。 

 

Ａ委員：啓発普及の根拠法令として、啓発普及事業実施要綱と記載されている。実施要綱

に基づいて支出しているのではないのか。 

 

担当課：これは道の実施要綱で、市はこれを準用しており、市独自の要綱は制定していな

い。市で制定というのは誤りで訂正したい。 

 

Ａ委員：道の実施要綱ではあくまで救急医療啓発が目的となっており、特にＡＥＤを用い

た講習をやるようにとなっているが、市の事業内容は道の実施要綱とはかなり違う内

容になっているのではないか。 

 

担当課：ＡＥＤのＰＲ、啓発も含めた講演会も一つの事業として考えられるので、今後実

施を考えている。 

 

Ａ委員：21 年度は道の実施要綱とずれていると理解してよいか。 

 

担当課：事業の中にＡＥＤの啓発も入っている。実施要綱は、ＡＥＤだけではなく、色々

な医療も含めた講演会も考えられると思っている。 

 

委員長：外部評価はこれからの事業を対象としているのではなく、どのような事業を実施

したかということを対象としている。道の実施要綱ではこのようになっているのに、

市の場合はどうして入っていないのか。市の要綱が別にあって、このようになってい

ればよいが、道の要綱を準用しているのであれば、当番医の割り振りなどはどうなっ

ているのか。我々は当番医の割り振りなどは、啓発とは若干違うように思う。北広島

の場合はこのようなことをしているというのであれば、それはそれで理解する。 
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担当課：当番医を決めてそれを啓発することも一つの啓発事業と考えている。 

 

委員長：当番医を啓発するというのは、市民に当番医がこうだから、この当番医へはこの

ようなときに行ってください、この場合以外は行ってはだめですよというのが啓発事

業であって、連絡することが我々は啓発だとは思っていない。 

 

担当課：市としては、24 時間体制の中で一部在宅当番医を実施している。内科、外科、

小児科について、本日はどこの病院と割り振りして市民にＰＲしていくことも啓発と

考えている。 

 

Ｄ委員：緊急医療について、当番医を市民に対してしっかり周知していくことと、緊急医

療に対する啓発ということを整理する必要があると思う。それに伴って事業の支出も

変わってくると思うので検討する必要があると思う。 

 

Ｂ委員：「医療費適正化特別対策事業」の中に、健康づくりの意識高揚を目的とした広報活

動とある。それと「保健衛生普及費」の中に被保険者の保健活動の啓蒙を図る、と同

じようなことが書いてあるが、どのように分けているのか。 

   また、「保健衛生普及費」の中に保健師等の管内担当者等との研修とあるが、啓蒙と

少し違うと思うがどのように分けているのかお聞きしたい。 

 

担当課：1 点目の広報活動については、従来は健康ネットワークという別冊の情報紙があ

り、年 2 回出していたが、昨年、広報紙の中で一括とりまとめをしたいと広報から依

頼があり、独自で出している健康ネットワークを廃止し、市の広報紙で健康ネットワ

ークという特集を行い、主に国保の情報提供と健康推進課の健康事業を広報紙でお知

らせするのを「医療費適正化特別対策事業」で計上している。 

   2 点目の保健活動啓蒙パンフレットは、媒体が市の広報紙ではなく、講習会、講演

会等での参考資料として市販物を購入して、事業又は講演会の時に資料として配布し

ている。 

   管内保健師等研修会ですが、内容としては、市民に対してよりよい指導をしていく

上での研修会となっている。 

 

Ｄ委員：保健衛生普及費は、事業費としては非常に少額であり、他の事業の中に包含して

1 つの事業とすることはできないのか。 

 

担当課：可能だと思う。 

 

Ｄ委員：新たな事業を作ることによってそこに人を張り付けるような形になってしまう恐

れがあるから、1 つの事業にできるのであれば、その中で対応する方が良いと思う。 

これから人員削減もやらなければならない中で、人を横断的に使えるような形で大

きな事業の中に取り込んだ方が効率的だと思う。事業としてあえて分ける必要はない

のではないか。 

 

担当課：事務事業評価調書の中で保健衛生普及費となっているとおり、事業を実施するた

めだけに人を配置することはしていない。この普及費をほかの事業に包括し、他の事

業で予算計上していくことは十分考えられると思う。 
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Ｄ委員：経費的なものだが、一応事務事業評価を行っているだけでも手間がかかっている。

そういうことからも事務負担の軽減を図っていくことを考えたら良いと思う。 

 

委員長：医療費適正化特別対策事業のレセプト点検だが、23 年度からレセプトの電子化

と合わせてレセプト点検の委託化をすることは決まっているのか。 

 

担当課：決まっている。 

 

委員長：例えば、これまでの点検で北広島の医療機関が他都市の医療機関と違う不正な行

為というものはあるのか。 

 

担当課：レセプト点検の内容については一定の考え方があり、その中の基準で行われてい

るので各市町村でばらつきはないと思う。 

 

委員長：北広島の医療機関で目立っているようなものはないのか。 

 

担当課：点検者からは特別にそういう話は聞いていない。レセプト点検自体 1 つの基準に

基づいて実施しており、石狩支庁による勉強会を開いたり、研修もあり、一定の基準

に沿って行っていること、見落としやすい個所についての指導もされており、勉強会

を通して点検の資質の向上を図っている。 

 

委員長：点検して見つかるもので一番多いものはどういうものなのか。 

 

担当課：具体的な話は詳しく聞いていないが、例えば初診時にこの点数が取れるとか、ま

たは、継続した治療の中でこういう疾病の段階ではこの検査が可能だとか、検査が出

来ないだとか、といった専門的なものが多い。また、この病名だとこの検査は不適格

だったとかいうようなこともあるとは聞いている。投薬関係では、症状と薬との関連

に対する疑義があり調査をかけることがあると聞いている。 

 

委員長：業務委託すると、予算面や業務内容に変化があるのか。 

 

担当課：まだ委託の額だとかはわかっていない。今、非常勤職員の報酬、それに係る社会

保険料も含めるとおおよそ 10,000 千円弱になっている。それに相当する程度の委託

料であれば、プロの点検者に委託した方がより効果が上がっていくだろうと思ってい

る。電子化が大きな要因であるが、業者は既に実施しているので、移行時においても

支障なく業務ができると考えている。 

委託料は、今の報酬額と同等の額で契約したいと考えている。 

 

A 委員：在宅当番医制の委託料の単価だが、平日 22,440 円となっており、近隣の市では

千歳市が 71,890 円、恵庭市が 11,434 円と非常にばらつきがある。この単価の根

拠として、医療点数の変動、人件費、近隣市の状況を踏まえて医師会の協議により決

定しているとなっているが、実際のところ積み上げの資料はないのか。 

 

担当課：積算の積み上げはやっており、医療点数の変化を見ながら、それに以前のベース

に改正点を考慮し、医師会と協議をしている。ここ数年医療点数の変更がほとんどな

いので、同じ金額となっているのが実態である。 
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Ａ委員：医療点数というのは、具体的には、土日に医療行為を行った分の点数ということ

か。 

 

担当課：ほとんど人件費であり、医師の人件費に係る医療点数の変更を基本に考えるしか

ないこともあり、その点数はほとんど上がったり、下がったりしていないことから、

医師会と協議して現状のままできている。 

 

A 委員：医療点数というのは、人件費の水準ということになるのか。 

 

委員長：同じ検討をしていると思うが、恵庭は半分くらい、千歳の半分弱、どうしてこん

なに差が出るのか。 

 

担当課：市町村の状況等もある。診療時間も市によっても違う。恵庭や千歳の状況は把握

していない。 

 

委員長：恵庭の診療時間は短いのか。 

 

担当課：各市町村の形態に違いがあり、近隣市町村の積算の仕方を当市が参考にするのは

どうなのか。比較できないという状況があると思う。 

 

委員長：一般のクリニックで診療時間を延ばしたり、平日夜間診療をしたりする医院が増

えてきており、札幌では 24 時間診療を行っているところもある。そのような状況は

北広島では全くないのか。あるいは、大曲地区では増えてきたとか、清田区まで行く

とあるとか、医療時間の比較をして、この在宅当番医の時間等も見直しの対象にして

いないのか。 

 

担当課：市内では、夜間診療をしている医療機関もあり、早朝診療をしている医療機関も

ある。ただ、医療機関全体がそのような診療時間になっていないので、医師会と協議

をしながら、この制度について検討している状況である。 

 

委員長：時間の見直しは検討の対象にはなっていないのか。 

 

担当課：それらも含め、医師会と協議をしている。 

 

委員長：医師会との協議の場で、時間の見直しは検討の対象になっていないのか。 

 

担当課：話はしているが、具体的な検討には至っていない。市内の医療機関が全部、夜の

7 時まで診療するということになれば、この制度自体を検討することになると思う。 

 

委員長：資料を見ると 17・18・19 年はほぼ横ばいで推移していた平日単価が、20・

21 年度で平日単価が、22,440 円に減ったことになっている。 

 

Ｄ委員：平均単価が 22,440 円の根拠はどこから出てきているのか。 

 

担当課：診療報酬の医師の 1 時間当たりの報酬を参考にして決めている。 
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D 委員：平日単価に換算すると当市は、22,440 円、千歳市では 71,890 円、恵庭市で

は 11,434 円。この差はどういうところにあるのか、先程の話では把握していないと

いうことだったが。 

受診時間、受診の内容などの問題等色々あると思うが、そこを把握したうえで本市

としての方向性や充実させていくための検討が必要だと思う。 

この事業が有効な事業として市民に受け入れられているのかどうか。事業の有益性

という点から捉えた場合、事業の実態や内容について検討する必要があると思う。 

 

担当課：この在宅当番医の時間の中で、どのくらいの市民の方が受診されているかという

ことなどについてか。 

 

Ｄ委員：受診者数は記載されていてわかるが、例えば、非常に使い勝手の悪い形の在宅当

番医制になっており、そのため利用件数も少なく単価が高くなっている。逆に、使い

勝手は良いが、診療の科目を極めて限定した結果、診療報酬の安い科目しか診療して

いないため単価が安くなっているといったケースもあるのではと思う。したがって、

各市の診療実態について把握していく必要があるのではないか。 

 

Ａ委員：平日単価の考え方だが、人件費の負担ということになるのか。ドクターの平日午

後5時から午後7時までの2時間の報酬が22,440円になるという理解でよいのか。 

 

担当課：22,440 円は平日、5 時から 7 時までと、翌日の 7 時から 9 時までの 4 時間に

なっている。 

 

Ｄ委員：その 22,440 円という単価は、市の方で検討して算出している金額ということな

ので、その根拠を示さなければ今の様な疑問が出てくるのではないか。 

 

Ａ委員：医師会と協定を結ぶが、その中に算出根拠はないのか。 

 

担当課：すべてそういうものを勘案しながら協定する形になっていたと思う。後ほど協定

書のコピーをお渡ししたい。 

 

Ａ委員：人件費分を負担するという考え方は確立しているのか。 

 

担当課：そうです。 

 

Ｃ委員：千歳の場合は北広島のように当番医制度、急病センターを完備していないとか、

そういう面で単価が高くなっているのではないか。 

 

事務局：千歳と恵庭と当市では体制が違う。また、診療科目の違いも多少あると思う。そ

の辺を調べてもらい資料を提出させていただきたい。 

 

Ｄ委員：間違いなく単価に跳ね返っていると思う。あまりにも開きが大きすぎる。 

 

委員長：他になければ次に進みます。それでは「医療体制の充実」にかかわるヒアリング

は終了します。先程お願いした資料は、なるべく早めにお願いします。ご苦労様でし

た。 
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○ 事務事業ヒアリング（「社会参加の促進」－構成事務事業：８事業） 

 

委員長：それでは「社会参加の促進」の 8 事業についてのヒアリングを始めます。 

福祉課関連の質問も順番は決めていませんのでよろしくお願いします。 

 

Ｄ委員：障害者等交通費助成事業は、障害者の移動を支援する事業にはならないのか。 

 

担当課：障害福祉サービス、法律では、移動支援事業がメニューにあるが、これは市の独

自の施策で、障害者の方に福祉タクシーの利用券とガソリン代のチケットの 2 種類か

ら選択できる形で実施しており、それに対し一定の金額を助成して外出支援、社会参

加を促すための事業となっている。 

 

Ｄ委員：この事業は、心身障がい児･者通所施設運営費補助事業とは重複はしないのか。 

 

担当課：社会福祉法人への交通費助成事業については、知的障がい者の主に重度の方を対

象とし、法人の方で送迎をしている人件費分の補助であり、福祉タクシーと重複する

ことはない。 

 

Ｄ委員：利用する場合に障害者手帳を提示することになっているが、要綱の第 8 条では所

持をしていればと定めているだけで提示を求めてはいない。タクシー業界や石油販売

業者にその辺は徹底しているのか。 

 

担当課：以前から問い合わせがあり、利用券については、乗車をする場合等には提示する

よう利用券に記載している。また、毎年チケットの色を変えているので、タクシー協

会には今年のチケットの色はこうなると通知し、乗車の際には確認するようお願いし

ている。 

 

Ｄ委員：一番問題なのは不正利用だと思う。20 年度の利用者と利用率等の実績は分かる

のか。評価調書には記載されていないが、成果指標と活動指標が妥当な指標になって

いるのか。過去の実績を見て確認したいと思うので、あとで教えていただきたい。 

 

委員長：引きこもりがちな人が外に出るとこういう形で効果がある、というものがあるの

か。 

 

担当課：難しい面がある。障害者の中でも重度の方が対象であり、実際の社会参加につな

がっているかというと、他の障害福祉サービスと併用して使うことも一部可能なので、

毎年利用者は多くなっている。また、この事業を毎年のサービスだと思っている方も

いる。年度末に発送して年度当初から配布する形をとっているが、いつ頃申請書が届

くのだろうかといった問い合わせもあり、そうしたことから市民の方が多く利用され

ているとも考えている。 

 

委員長：外出する人は、タクシーが利用できる人だけか。車いすの方で車いすからすぐに
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下りられない方はどうなのか。 

 

担当課：介護タクシーだとか、そういうところとも協定を結んでおり、車いす対応のリフ

ト車なども利用できるようになっている。 

 

委員長：北広島にあるのか。 

 

担当課：あります。 

 

委員長：例えば、寝たきりでベットのような車があるが、そういう人もいるのか。 

 

担当課：ストレッチャーだと思うが、それも乗れる。 

 

Ｄ委員：その他特財は福祉基金か。この基金はどのくらいあり、その果実で賄っているの

か。 

 

事務局：地域福祉基金の現在高は１億３千万円程度。一時は果実で賄える状況だったが、

そういう状況ではない。この事業だけに充てている訳ではないので。 

 

Ｄ委員：どの位充てているのか。残高がどんどん減ってくるとこの事業ができなくなるの

か。 

 

事務局：事業ができなくなるというよりは、充てる事業を選択しなければならない状況に

なると思う。 

 

Ｄ委員：そうだと思う。プライオリティを確立しなければ駄目だろうし、どうしてもとな

れば、一般財源から入れるしかない。 

 

事務局：こういう事業に地域福祉基金を充当させるのが良いかどうか、別に議論しなけれ

ばならないと思う。 

 

Ｄ委員：財源的見地から根本的な検討するということが、今後出てくるのだと思う。近隣

市でも同様な助成事業をやっているのか。 

 

担当課：管内は、札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、石狩市で実施しており、金券配布の

ところもあり、タクシーの基本料金の初乗り相当分をチケット交付しているところも

ある。札幌市については、重度でタクシー代が年間で 39,000 円、中度の方には

13,000 円のチケットを交付している。 

 

Ｄ委員：恵庭市はどんな内容か。 

 

担当課：恵庭市も重度で 13,000 円となっている。 
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Ｃ委員：精神保健福祉推進事業と地域活動支援センター事業だが、障がいの程度別によっ

て項目を分けているが、一緒にしない理由は何か。どちらも社会復帰を目的にしたも

のだと思うがどうなのか。 

 

担当課：精神保健福祉推進事業と地域活動支援センター事業は、以前は、精神疾患の方は

医療面のケアしかなく、精神保健福祉推進事業については、市の直営事業で運営して

いた経過がある。 

   平成 22 年度からＮＰＯ法人の充実という目的から委託をしているが、今後は、一

定程度の経過を見て、この地域活動支援センター事業に統合することも検討したいと

思っている。 

今年から委託し、他の地域活動支援センターは補助金で運営されているが、当面の

間、市が責任を持って移行を見届けるということにしている。 

 

Ｃ委員：コミュニケーション支援事業だが、手話通訳が今は非常勤で 1 人雇われており、

そのほかにも登録者がいる。派遣件数でいくと 330 件程度になる。毎日 1 回位は派

遣されていると思うが、具体的にどのような支援をしているのか。一番よくあるケー

スを教えてほしい。 

 

担当課：聴覚障がいの方のため、病院では医師との筆談に時間がかかるので、医療機関へ

一緒に行き、医師と依頼人との間に入ってコミュニケーションをとっている。在宅で

生活することが法律は基本としており、日常生活の支援をしている。 

   そのほか、行政機関の手続きの手伝い等が多くなっている。 

 

Ｄ委員：精神障がい社会復帰訓練通所交通費助成事業であるが、市内の精神障がい者数を

把握しているのか。 

 

担当課：把握方法が 2 種類あるが、今は精神障がいの手帳がある。手帳所持者と障害者自

立支援法の中に自立支援医療という精神障がい者の病院通院費の助成があり、通常 3

割負担だがその制度を利用すると 1 割で済み、それを使っている方が当市では 7～８

００人位いる。 

手帳の場合は、身体障がい者や療育手帳の方は交通費の割引運賃等があるが、精神

の場合はそこまで追い付いていない現状がある。当市では２００名ほどが手帳を所持

している。 

 

Ｄ委員：７００～８００人の内、200 人ほどが手帳を持っているのか。 

 

担当課：そうです。この医療制度の有効期限が 1 年間なので、精神疾患の方は、調子が悪

くなって逆に受診していないとか、有効期間が過ぎて受診している方も含めるともっ

と多い人数になると思う。 

 

Ｄ委員：正確に把握はできないのか。精神障がい者の自立支援について行政として取り組

みたいが、精神障がい者が何人いてそのうち何人位を目標にして自立させるというと
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ころが目標値としてもつかみきれないということか。 

 

担当課：約 1,000 人弱の方が実際いると思うが、当然 1 回登録されると情報として残る。

今、保健師が 2 名配置され相談業務を行っており、疾患を持っている方に対して支援

するため取り組んでいる。 

 

Ｄ委員：要綱には特に明記していないが、社会復帰施設は市内でなくてもよいのか。 

 

担当課：精神の施設は当市にあまりないので、札幌市に通所される方が多い。 

 

Ｄ委員：それで交通費が高いのか。事務事業評価調書の中で心身障がい者に比べると福祉

対応が遅れ、公平性に欠けていると書かれているが、具体的にはどういうことか。 

 

担当課：身体だとか知的の場合だと、手帳を所持しているだけで公共機関の割引があるが

精神の場合には適用がない。そうしたことが発端で助成制度ができている。 

 

委員長：これはなかなか難しいのではないか。どのようにして決めるのか。身体障がいで

あれば身体障がいとあわせてというか、申請しやすいと思うが、見た目普通と変わら

ないと思う。 

 

担当課：非常に難しいところがあるが、何か困って窓口に相談に来られた時、精神疾患が

原因の場合もあることからその時には保健師が対応している。精神の疾患者で一般的

な企業などに就労できないということが多いがそうした場合、訓練機能ということで

当市のＨＭＣや作業所、例えばパソコンが得意な人はパソコンをやっている作業所を

紹介して、そこに通い一定の訓練をして社会に戻るという手助けを行っている。 

 

委員長：医師の診断書がいるのか。自己申告で周りに証言する人がいれば良いが、証人も

いないで申請できるのか。最初にもらう時はどうなのか。 

 

担当課：最初に交通費の助成を申請する時、その方が精神保健福祉手帳を所持しているか、

精神医療制度を使って精神科に通院しているかが前提になる。 

 

委員長：精神科に通院していないと対象にならないということになる。石狩市の場合、精

神障がい回復者を対象にしているが、当市は恵庭市と同様に精神障がい者を対象にし

ているが、これは何か意図があるのか。 

 

担当課：石狩市の場合は、一度精神的疾患を患って、ある程度病院に通院し、基本的には

病状が回復した方が次のステップとして作業所等に通われることを想定していると思

う。当市の場合は、今病院に通われている方についても、作業所に通われている場合

も対象にしている。 

 

Ｄ委員：石狩市と比べると、対象範囲が広いことになる。障害者自立支援法の第７７条の
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第１項の４号に該当しないのか。 

 

担当課：法第７７条第１項第４号は精神だけの事業だが、地域活動支援センター等に障が

い者が通われること、身体や知的も含めて、活動支援センター等に通うことは社会の

交流や促進を図る便宜ということになると思う。 

 

Ｄ委員：法律に基づく制度にはならないのか。 

 

担当課：通所の交通費助成に着目しているので、本来は法律の第７７条第１項第４号に基

づく事業ではある。 

 

Ｄ委員：そうすると、根拠法令があり、なおかつ、要綱に基づいて助成している事業であ

るとしないといけないと思う。 

     

委員長：他にありませんか。 

 

Ｄ委員：心身障がい児・者通所施設運営費補助事業は、従来、富ヶ岡の通所施設が対象に

なっていたが、21 年度は北広島ディセンターだけになっているが、何か理由はある

のか。 

 

担当課：この補助事業は、入所者ではなく通所者のみに補助するというもので、２０年度

は、ディセンターと富ヶ岡に通所部門があったが、２１年度は、富ヶ岡が入所だけに

なったため、通所はディセンターだけになっている。 

 

Ｄ委員：通所者に対しても、利用できるようにした方がいいのではないか。 

 

担当課：福祉法人の運営の関係で、１つにまとめたと思う。法人の考え方による。 

 

委員長：他になければ、福祉課に対するヒアリングを終了したいと思うが、よろしいです

か。それでは、これにて終了します。 

 

 

○ 「教育内容の充実」の評価検討について（22 事務事業） 

 

委員長：前回の「教育内容の充実」に関して、私と事務局で全体の文章を整理し、皆さん

に修正してもらった評価案が提示されている。ご意見のある方はお願いします。 

 

Ｄ委員：授業補助員活用事業のランクだが、前回の時「③」にしたが、今回「②」に訂正

しているが。 

 

事務局：協議経過から、現状継続だが優先度が高いと判断して②にしている。同様に教師

用指導書等整備事業のランクを「③」から「②」へ、教育用コンピュータ整備事業、
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校長会補助金、教頭会補助金のランクを「③」から「④」として削減の対象事業にな

ると考えた。 

 

委員長：中学校体育連盟交付金交付事業、中学校文化部活動大会出場費助成事業、全国・

全道中体連大会出場費助成事業が「③」から「②」に訂正されている。 

 

事務局：基本的な考え方として、管理的な経費は優先的に配分しなければならないと考え

た。学校支援ボランティア活用事業と授業補助員活用事業は、統合も視野に入れて検

討する必要があるのではという意見が多かった。統合とした場合、どちらの事業が核

になるのかと考えた場合、委員会の議論の中から授業補助員の方が優先するのではな

いか。また、同じ現状維持でも、統合先、核になる事業が優先と考え、１つの案とし

て提示した。 

   教師用指導書等整備事業は、評価のランクを前は現状継続としていたが、現状では、

平成２３年度から予算が増えると予想され、制度はそのまま継続すると予算的には増

額になることから拡大ではないかとも考えた。 

   教育用コンピュータ整備事業については、サイクル的に更新してきており、端境期

で縮小されるのであれば「④」。来年度、再来年度に更新される予定であれば、見直し

をしていかなければならないと思う。 

前回は教師用指導書まで、検討していただいたが、以上の整理をし提案した。 

 

委員長：各委員が担当する部分で疑問点や質問があれば先に出してください。 

 

Ｃ委員：教師用指導書では否定的なことを記載したが、これぐらいの表現になるのは仕方

ないとしても、評価の部分で予算が伸びるから拡大となると委員会としてのニュアン

スが伝わらない。その辺はどうなのかと思う。 

 

委員長：拡大とは良いことだと受け取られては困る。非常によく分かる。 

 

事務局：自然増による増もある訳ですから、その辺りが拡大かというと疑問も残る。 

 

Ｃ委員：感覚としては見直しです。それを拡大にされると、積極的に認めているように思

われてしまう。 

 

Ｄ委員：この事業は続けていかないと困ると思う。現状継続の②でいいのではないか。 

 

委員長：予算がやむ得ず増えるので現状継続の「②」で良いと思う。 

次に、小学校教育振興補助事業と中学校教育振興補助事業だが、小学校と中学校

の教育振興補助事業を統合した方が妥当であり、私もこの通りだと思う。小学校の３

行目の「統合も」と中学校の「統合を」の違いは。 

 

事務局：どちらとも「統合も」と訂正したい。 
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委員長：「統合も」というと、統合しなくてもよいが見直しをしなさいということか。 

 

Ａ委員：「統合も視野に」というと評価は｢統合｣になるのではないか。 

 

委員長：｢統合も視野に｣というと、統合してもよいが検討すること、「統合を視野に」は、

統合を視野に検討すべきだというにニュアンスが強くなる。 

まだ修正できるので、最終決定ではないので、その都度指摘していただければと思

う。 

 

Ａ委員：中学校教育振興事業の意見のところで、「事業内容は小学校教育振興事業と同じで

あることから、両者の統合を行うべきである」は削除した方がいいのではないか。｢現

状継続｣という評価をするのであれば、内容が矛盾すると思う。 

 

委員長：統合を検討するとすれば良い。 

 

Ｄ委員：「見直し」にすれば良いのでは、統合を検討すべきであると。 

 

Ａ委員：統合を行うべきであるとして評価を｢統合｣とすれば、統合するとこういう効果が

あると述べないと評価を｢統合｣とは書けないと思うが。 

 

委員長：統合を検討すべきであるとすれば良いのではないか。両者を統合してはどうかと

いうニュアンスであれば、現状継続で良いと思うが。 

 

Ａ委員：何故統合を行うべきか、ということに触れなくても良いのか。 

 

委員長：小学校と中学校で名称が変わるだけで、教育振興の中身は実質的に同じというニ

ュアンスは取れるのではないか。 

 

Ａ委員：統合した場合、どういうメリットがあるのか。今は、小学校と中学校を分けて事

業をやっているわけで、区分するメリットと統合するメリットが両方あると思う。 

 

Ｄ委員：事業を 1 つにすることは、少なくてもメリットはある。１つの事業にすれば、予

算を流動化させることは可能だと思う。２つの事業だと、どうしても中学校振興事業

でこれだけ使わなければならない、小学校は小学校でこれだけ使えるということにな

るが、総体で１つの事業にすると、極めて予算の弾力的な使い方もできる。結果的に

それが、予算の効率的な使い方につながってくるとともに、節減につながる可能性が

ある。 

基本的には、１つの事業として括り、予算を使い勝手の良い形にして、なおかつ節

減を図るという形の方が絶対良いと思う。事業を細分化すると、その枠の中で、予算

を使い切ることが前提になりがちで、結局予算の無駄遣いにもつながると思う。 

 

事務局：現在、新総合計画を策定中で、それに基づき推進計画を策定しているが、その際、
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今、言われたような形で統合できるものは統合するということで進めている。 

 

委員長：小学校教育振興事業と連動するので、小学校は中学校と統合すべきだと評価して

いるので、中学校も同様にしなければ全体的な整合性が取れない。｢検討すべきである｣

ということにして、担当者に検討の幅を与えるという形で変えたいと思う。 

   小学校の方は、「運営の是非」となっているが、この「是非」を取りたいと思う。 

   それでは、｢医療体制の充実｣と｢社会参加の促進｣については、速やかにまとめて、

事務局へ提出して、事務局の方でまとめていただきたい。 

本日はこれで終了いたします。ご苦労様でした。 

 

 

 

 

 

 

（注）発言を要約したものであり、発言をすべて記述したものではありません。 


